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10
月
か
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高
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の
医
療
費
２
倍
化
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今
後
ウ
ク
ラ
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機
の
進
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に
よ
っ
て
更

な
る
値
上
げ
の
恐
れ
も
あ
り
ま
す
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加増みつ子   遠山ちえ子  

関戸  勇   小池えつ子  

現在取手市は、政府の地

方創生臨時交付金（３．５億

円）を活用する対策事業を

検討。４月中に開催する臨

時議会に補正予算を提案す

る予定。日本共産党は、交

付金とともに市独自予算の

活用で、市民のいのちと暮

しを守るコロナ対策の実施

へ全力を尽くします。 

「第６波の出口がはっきり見えてきた」

との岸田首相の記者会見（３月１６日）で

の発言に「楽観的過ぎる」との批判が上が

りました。政権のなりゆき任せのコロナ対

策で、感染拡大は高止まり、今の感染状況

は、第７波の入り口との見方も出ています。

長引く「コロナ禍」で、ワクチン追加接種と

検査拡大、困った人や事業者に支援拡充が

求められます。 

コロナと 

経 済 

値上げの春 満開の桜＝4 月 2 日、取手小学校 

 収入減と物価高で家計直撃  

値上げは、日常生活に不可欠な食料品

や電気・ガス、県南水道料金などが中心の

為、低所得者層ほど影響は大きく、貧困と

格差の拡大が懸念されます。「コロナ禍」

に加え、諸物価高騰で深刻化する国民生

活の防衛に必要な経済対策が緊急に求め

られます。 

「物価高騰・国民生活防衛」へ  

３月３０日、日本共産党は小池晃書記

局長を本部長に日本共産党全国会議員で

構成する「物価高騰・国民生活防衛対策本

部」を立ち上げました。全国的な実態調査

を行い、今必要な経済対策を提案します。

４月 1日第一回対策本部では 

▽消費税５％の緊急減

税やインボイス導入中止   

▽困窮者への支援金拡

充などコロナ対策の抜本

的強化▽年金削減や医療

費負担増の中止等必要

と、国会質問や政府要請、

補正予算編成など求めて

いくとしました。 
「消費税５％減税」の署名やアンケート
を呼び掛ける人たち＝4 月 1 日、 東京都
新宿区 (４月２日付しんぶん赤旗より) 

国による 住民税 非課税 世帯等

（13500世帯）に対する１０万円臨

時特別給付金の支給対象外とされた

世帯で支給対象世帯と同等所得の課

税世帯に取手市独自の支給を行う。 

夫婦・子ども２人の４人世帯の場合の 
例：夫婦共働きの合算所得２００万円
世帯と、夫のみの所得 200 万円世帯の
場合、同じ家族構成でも、共働き世帯は
非課税で、夫のみの所得世帯は課税世
帯となり国の給付対象外です。 

医療費２割負担化の７５

歳以上高齢者に取手市

独自の特別給付金で命

と健康を守る。 

10 月実施の後期高齢者医療窓口
負担 2 倍化で年 5 万円もの負担
増は、診療抑制による重症化を招
く。高齢者の医療費負担軽減に取
手市独自の特別給付を行う。 

国の事業復活支援金は、持

続化給付金と比較しても

不十分な制度であり拡充

が求められる。 

中小法人・個人事業者を対象に、持
続化給付金に代わる国の事業復活支
援金がスタートした。持続化給付金
なみの制度に近づけるため取手市独
自の上乗せ制度として再支給する。 

医療・福祉・介護施設、保育所・

学校などエッセンシャルワー

カーの定期的なＰＣＲ検査を

実施すること。 

施設でのクラスターの発生が感
染拡大を招いています。感染拡
大防止にエッセンシャルワーカ
ーの大規模・定期的なＰＣＲ検
査を実施する。 

学校など休業で、保護者が勤務できず収入が減少した子育て世代を支援する

ため支援金を給付する。 




